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　中小企業の共同化，協業化は，中小企業の個々の力
では容易に達成しがたい生産販売，その他の経営活
動を共同事業によって実施することにより，「規模の
経済」のメリットを追求するところに本来のねらいが
あるといわれている。中小企業の組織形態には各種の
ものがあり，共同化，協業化を行なう場合の組織とし
ては，①事業協同組合，②事業協同小組合，③企業組
合，および④協業組合などがある。このうち，協業組
合は「中小企業団体組織に関する法律，協業組合以外
は中小企業など協同組合法が根拠法である。
　協業化の推進母体として発足した協業組合は，1967
年9月に制度化されたもので，事業協同組合などの共
同事業より一歩すすんだ「高度な」協業化を促進する
ために設けられた組合制度であるが，運営その他につ
いてこれまでのものとは異なった性格をもっている。
組合の目的も，「企業規模の適正化」による生産性の
向上においており，「規模の利益」を追求することに
むけられている。そのため，組合の事業は，事業協同
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組合などが組合員の事業を補完するのにたいし，組合
事業を「統合」すること，いいかえれば，組合員の事
業の全部またVX－一部を「統合」してしまい，協同経営
→企業の合併を目標とするものである。しかも，これ
に参加した組合員は，組合に「統合」された事業を廃
止するだけではなく，将来にわたって当該事業を再開
することができないというきびしい「競業禁止義務」
が課せられ，組合の事業と同じ事業を組合員が単独で
行なえないことになっている。
　さらに，①出資についても，一人当り50％未満まで
保持することもできるし，出資口数による議決権，選
挙権も認められることになっている。②事業協同組合
と異なり，協業組合は，総組合員の四分の一を限度と
して「大企業の加入」さえも認めることにしJ大企業
または業界内の「中堅企業」を中核として協業化→統
合をおしすすめることを可能にしている。こうした点
は，従来の協同組合原則に照らしてみると，かなり異
質な組合制度といわねばならない。
　協業化事業の円滑な遂行のためには，まず第一に，
各構成員の「相互理解」　「相互協調」の精神が強調さ
れる。組合員のエネルギーを長期的，持続的に保持
し，力の分散を回避するためには，これを保障する制
度の確立が必要となろう。だが，激しい同業者間の競
争や独占・大企業からのきびしい攻勢に対処していく
ために，協業組合は果たしてどれだけ有効な力を発揮
することができるであろうか。
　共同経済事業における補完的な共同化だけでは，独
占支配と過度競争に対抗しえず，また個別企業の枠を
越えた抜本的な「構造改善」は望みえないとして，事
業の統合・合併にまで共同化をすすめることが要請さ
れている。つまり，既存事業の「統合集約化」まです
すむ「完全協業」への発展の必然性が，行政レベルで
強調されている。この場合，協同組合→協業組合→企
業合併のプロセスとして共同化，協業化が位置づけら
れる。
　協業化は，果たして企業合併へのワンステップなの
であろうか。いな，むしろ，協同組合→協業組合→企
業合併というコースは必ずしも自然なコースではな
く，協同組合としてより充実した体質をととのえ，強
化することの方が現実的なように考える。しかし，こ
の点にかんする当否については，なお，若干の事業に
即した検証をまたねばならないであろう。
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